
大阪市人権尊重の社会づくり条例 
 

 

 

大阪市では、一人ひとりの人権が尊重され、すべての人が自己実現を目指して、生きがいのある人

生を創造できる自由・平等で公正な社会を実現していくため、「大阪市人権尊重の社会づくり条例」を

制定し、平成１２年４月１日から施行しています。 

 この条例により、市民の皆さんの理解と協力を得ながら、人権啓発についての事業などを進め、今

後も、一人ひとりの人権が尊重される「国際人権都市大阪」の実現を目指します。 

 

(前文) 

 すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。国際

社会においては、世界人権宣言が採択されて以降、私たち一人ひとりが人権尊重を基礎として世界の

人々と共に歩む姿勢が求められている。また、我が国においては、日本国憲法において基本的人権の

享有が保障されている。 

 しかし、今なお、社会的身分、門地、人種、民族、信条、性別、障害があること等に起因する人権

に関する様々な課題が存在しており、今日、一人ひとりの人権が尊重される社会を実現することが一

層必要になってきている。 

 大阪市は、「国際人権都市大阪」の実現を目指し、「大阪市人権行政基本方針」に基づき、市政のあ

らゆる分野において人権尊重の視点から施策を推進していかなければならない。 

 また、私たち一人ひとりが権利を行使するに当たっては、自らが社会の構成員としてその責任を自

覚し、互いに助け合い、他者の人権を尊重することが求められている。 

 ここに、一人ひとりの人権が尊重され、すべての人が自己実現を目指して、生きがいのある人生を

創造できる自由、平等で公正な社会を実現していくために、私たち一人ひとりがたゆまぬ努力を傾け、

人権尊重の社会づくりを推進していくことを決意し、この条例を制定する。 

 

(目的)  

第１条  この条例は、人権尊重の社会づくりの推進について、本市及び市民の責務を明らかにすると

ともに、本市の施策の推進に必要な事項を定め、もってすべての人の人権が尊重される社会の実現

に寄与することを目的とする。 

  (本市の責務)  

第２条  本市は、すべての人の人権が尊重される社会を実現するため、国及び大阪府との連携を図り

ながら、市政のあらゆる分野において必要な施策を積極的に推進するものとする。 

  (市民の責務)  

第３条  市民は、相互に人権を尊重し、自らが人権尊重の社会づくりの担い手であることを認識して

人権意識の向上に努めるとともに、本市が実施する人権尊重の社会づくりに関する施策に協力する

ものとする。 

  (事業の推進)  

第４条 本市は、市民の人権意識の高揚等人権啓発に関する事業、人権問題に関する情報の収集及び

提供並びに相談ネットワークづくりその他の人権尊重の社会づくりを推進するために必要な事業を

行う。 

 ２ 本市は、人権啓発に関する事業を行うに当たっては、大阪市人権啓発推進協議会及び各区の人

権啓発推進協議会又は人権啓発推進会との連携を図るものとする。 

  (大阪市人権施策推進審議会)  

第５条  人権尊重の社会づくりに関する事項について、市長の諮問に応じ調査審議させるため、大阪

市人権施策推進審議会(以下「審議会」という。)を置く。  



 ２ 審議会は、前項に規定する事項について、市長に意見を述べることができる。  

 ３ 審議会は、委員１５人以内で組織する。  

 ４ 審議会の委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委嘱する。  

 ５ 審議会の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

 ６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

   （附則）  

  １ この条例は、公布の日から施行する。 

 ２ 第３条の規定の適用に当たっては、何人も同条に規定する施策を市民に対し強制してはなら

ない。 

 ３ ４条に規定する事業の実施に当たっては、市会の議論を踏まえ、事業運営の透明性及び公正

性の確保を図り、財政負担との均衡にも努めるとともに、審議会の委員の選任に当たっては、市

会の同意を得なければならない。 

 ４  この条例の施行後５年を経過した場合においては、市会及び市民の意見を踏まえ、審議会そ

の他この条例の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるも

のとする 


